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研究要旨 

 

 日本では外国人の HIV 陽性報告数が 2000 年代後半にいったん減少傾向となっていたが、近年増加

し続けている。外国人の HIV の動向の詳細と診療上の困難点を把握するために、エイズ診療拠点病院

等を対象にした調査を行った。2019 年 12 月にエイズ診療拠点病院及びエイズ患者に対する自立支援

医療機関として登録されている医療機関合計 391 施設の診療担当者に対して、自記式質問票を送付し

た。質問内容は、2013 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日までにそれぞれの医療機関で初診となった

HIV 陽性外国人の国籍・性別ごとの人数を尋ねるとともに、外国人の HIV 診療の困難さやその要因

について訊ねた。 

 2020年2月29日までによせられた175施設からの回答を解析した。一次集計の回収率はCOVID-19

流行の影響もあり、44.8％と低値であった。このため更に回収を続ける予定である。HIV 陽性外国人

受診者の出身地域は、東アジア・太平洋地域が 166 人(31.6％)と最も多く、これまで多数を占めてい

た東南アジアの 164 人(31.2％)を越えた。また、サハラ以南アフリカは 23 人(4.4％)であり、西ヨー

ロッパ 27 人(5.1％)より少数となった。  

 HIV 陽性外国人の紹介受診を受け入れることは、88 施設(51.2％)が「やや困難を感じる」と回答し

ており、「大いに困難を感じる」 53 人(30.8％)と合わせて 82.0％となっている。困難を感じる要因

の中では言葉の問題をあげる施設が最も多く、医療費問題、生活背景、文化的背景の順で続いた。外

国人であっても英語が話せる場合は 79 施設(45.1％)が「問題なし」または、「ほとんど問題なし」と

していたが、日本語も英語もできない場合は、「問題なし」「ほとんど問題なし」は合わせて 15 人(8.7％)

に過ぎなかった。外国人の診療に必要な情報として「医療通訳を確保する方法」が最も多く、今後言

語の障壁を乗り越えるための支援が重要であると考えられた。 

 

 

日本では、1980 年代より HIV/AIDS の報告に

占める外国人の割合が高く、2002 年までの累積

報告数に占める外国人の割合はそれぞれ、

33.2％、25.4％であった 1)。その後次第に外国

人の割合は減少傾向となりっていたが、近年外

国人男性の HIV 陽性報告が急増している。 

また、日本で HIV 陽性が分かる外国人の出身

国の分布が経年的に変化していることもこれま

での報告により知られている。特に 2000 年前後

に行われた調査で 40％前後を占めていた東南
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アジア出身者の割合が、減少傾向となり、東ア

ジア出身者の割合が増加傾向であることが

2013 年の先行研究により示されている 2)。同時

に、拠点病院を訪れる HIV 陽性外国人の使用言

語が極めて多様になっていることが示されてお

り、拠点病院が外国人診療に困難を感じる要因

が 2000 年頃に指摘されていた医療費支払いを

めぐる問題 3)4)よりも言語の対応に関する問題

が大きくなっていることが報告されている。更

に、2014 年の 10 拠点病院を対象にした調査で

は、日本語の不自由な外国人で有意に HIV 検査

施設の利用が少なく、英語も日本語も話さない

外国人の初診が有意に遅れていることが示され

ている 5)。 

外国人の受検や受診の遅れを防ぐためには、

外国人の受診者の動向を把握し、拠点病院など

での外国人への対応状況を把握することが重要

である。外国人の HIV の国別動向と、拠点病院

の外国人診療の困難要因について調査を行った。 
 
Ｂ．研究方法 

全国のエイズ診療拠点病院及びエイズ患者に

対する自立支援医療機関として登録されている

病院・診療所など合計 391 施設に対して 2019

年 12 月に自記式質問票を郵送し調査を行った。

回答の得られなかった施設については2020年4

月以降に調査への協力を求める手紙の郵送を行

う予定であるが、今回は、2020 年 2 月 29 日ま

でに返送された 175 施設からの回答について集

計・分析を行った。 

 

 質問内容は、HIV 陽性外国人の受療動向に関

する部分と診療体制に関する部分に大別される。

受療動向についての調査は、2013 年 4 月 1 日か

ら 2019 年 3 月 31 日までの 6 年間にそれぞれの

病院を訪れた新規の HIV 陽性外国人の有無・国

籍・性別・人数について尋ねた。病院の診療体

制に関する調査は、外国人患者を診療すること

の困難さに対する認識、言葉が不自由な外国人

受診時の対応、通訳の手配の状況、医療ソーシ

ャルワーカーの配置といった外国人患者の受け

入れの準備状況について問うとともに、外国人

診療体制向上のために研究班に期待することに

ついても質問に加えた。 

 

（倫理面への配慮） 

受診者の国籍・性別以外の個人情報の取得は

行わず集計を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

1)回答者 

a.回収状況 

 調査票を送った 391 施設のうち、175 施設

(44.8％)から回答が寄せられた。回収率はブロ

ック拠点で高くその他の施設で低い傾向がみら

れた。 

 

表１．病院機能別の回収率 

 

 施設の分類     回収 総数 回収率(%) 

 

 ブロック拠点以上  10  14    71.4 

 上記以外の中核拠点 26  54    48.1 

 一般拠点病院及び          

 その他の医療機関  139  323   43.0 

  

 

前回調査に比べて受診者が 10 人未満の施設か

らの回答が少なく、外国人の受診者の少ない施

設の多くがまだ未回答であると考えられる。 

 

表２．通院中の HIV 陽性者数（日本人を含む） 

人数         病院数 

         2003 年  2019 年 

受診者いない     58    27 

1－   9 人     62    40 

10－ 29 人     54    35 

30― 99 人     50    47 

100 人以上     28    24 
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175 医療機関のうち 83 施設(47.4％)が過去 6

年間に外国人の新規患者があったとしており、

その合計患者数は 525 人であった。これは 2013

年から2018年の6年間にエイズ動向委員会に報

告されたHIV陽性外国人数960人の54.7％であ

った。 

新規に受診した HIV 陽性外国人の出身地域は、

前回の 2013 年の調査で東南アジアが最も多か

ったのに対して、今回の調査では東アジアがわ

ずかに東南アジアを上回った。また、サハラ以

南アフリカ地域の出身者が大きく減少し欧州よ

り少数であった。 

 

表３．HIV 陽性外国人受診者の出身地別人数 

分類は動向委員会報告に準じる 

 

 HIV 陽性の外国人が紹介されてきた際に困難

を感じるか尋ねたところ、「やや困難を感じる」

が半数を超えており、「大いに困難」と合わせ

て 82.0％を占めた。 

 

表４ HIV 陽性外国人の受入に困難を感じるか 

    N=172  

 

困難は感じない      31(18.9%) 

やや困難を感じる     88(51.2%) 

大いに困難を感じる    53(30.8%) 

 

 

困難を感じた医療機関にその理由を尋ねると、

ほとんどの施設が言葉の対応を理由に挙げてい

た。医療費に関する問題がこれに続き、生活背

景や文化に関する問題を挙げた施設は 3 分の 1

程度であった。 

 

表５.外国人の診療が困難な理由(複数選択) 

 

言葉の対応が難しいから      129(73.3%) 

医療費の支払いなどに困難が予測  90(51.4%) 

生活背景の把握に困難があるから  66(37.7%) 

文化的背景などの理解が難しいから 58(33.1%) 

その他                          24(13.7%) 

 

 

 診療の困難さは、受診者の言語能力によって

異なっており、英語が話せる外国人であれば、

79 施設(45.1％)が「問題なし」または「ほとん

ど問題なし」と答えている。特に中核拠点病院

以上では、26施設(72.2％)が「問題なし」また

は「ほとんど問題なし」と回答しており、「大

いに問題」とした施設はなかった。 

 

表６．英語が話せる場合の診療困難度 N=172 

 中核以上 一般拠点 全体 
問題なし 9 １3 22 
殆ど問題なし 17 40 57 
やや問題あり 10  52 62 
大いに問題 0 31 31 

 

一方で、日本語も英語もできない場合の困難度

は高く、「問題なし」または「ほとんど問題な

し」と答えている施設は、15(8.7％)にすぎず、

中核拠点病院以上に限っても 2施設(5.6％）に

過ぎなかった。また、「大いに問題」とした施

設が 105 施設と全体の 61.0％を占めた。 

 

表７．日本語も英語もできない場合の困難度 

 中核以上 一般拠点 全体 
問題なし 0 1 1 
殆ど問題なし 2 12 14 
やや問題あり 19 33 52  
大いに問題 15  90 105 

 

 人数      % 
東アジア・太平洋 166  31.6 
東南アジア 164  31.2 
南アジア 8 1.5 
北アフリカ中近東 4 0.8 
東欧・中央アジア 0  0 
サハラ以南アフリカ 23  4.4 
西ヨーロッパ 27 5.1 
北アメリカ 39 7.4 
カリブ海地域 0 0 
ラテンアメリカ 79 15.0 
オーストラリア 
ニュージーランド 

16 3.0 
 

不明 0  0 
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表８．外国人診療に必要な情報 

 

外国人診療を支援するために必要な情報 

 

医療通訳を確保する方法について 67 (38.2%) 

医療費の支払いに関わる社会制度  14 ( 8.0%) 

外国人の文化や食生活について     2 ( 1.1%) 

出身国の医療の状況について       5 ( 2.9%) 

その他              8 ( 4.6%) 

 

 

今後、外国人の HIV 診療を支援するためにどの

ような情報が必要かたずねたところ、「医療通

訳を確保するための情報」と回答した施設が半

数以上であり、「社会制度」がこれに続き、「文

化や食生活」「出身国の医療事情」などの情報

の求めは少数であった。 

 

HIV 陽性外国人の受診状況を見ると、全体の４

分の 3が関東甲信越と東京に集中しており、北

海道・東北・中四国・九州ではまだ少数であっ

た。言語別にみると、2013 年の調査に比べて、

中国語圏の受診者が増えており全体の 28.8％

占めた。続いて英語、タイ語、ポルトガル語、

フィリピン語が続いた。5 人以上の陽性者がい

る言語が 13 言語となっており多様な言語の必

要性が高まっている。 

しかし言語の分布は地域による差が大きく、

東京を除けばポルトガル語が最も多く、次いで

タイ語、フィリピン語が同数で続いており、こ

の３言語が、中国語や英語よりも多数を占めて

いた。 

 

Ｄ．考察 

 調査開始直後に COVID-19 の流行が始まっ

た影響もあり、一次集計の際の回収率は 44.8％

と低値にとどまった。 

 前回の調査以後の 6 年間で HIV 陽性外国人

の出身地は大きく変化をしており、東アジアの 

 

 

 

表８ 過去 6 年間に新規受診した HIV 陽性外国人の病院所在地別言語別分布 

 言語 北海道 東北 東京 関東甲信越 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州 全国 

中国語 3 1 120 15 2 7 3 0 151 

英語 0 0 64 18 1 2 1 4 90 

ポルトガル語 0 1 13 5 28 10 3 0 60 

タイ語 2 1 26 25 1 6 1 3 65 

フィリピン語 2 0 23 18 10 4 2 3 62 

スペイン語 0 0 4 9 3 2 2 0 20 

インドネシア語 1 0 9 0 0 3 0 0 13 

ベトナム語 0 0 2 5 1 1 1 0 10 

ミャンマー語 1 0 6 1 0 1 0 1 10 

韓国語 0 0 7 2 2 0 0 0 11 

フランス語 0 0 2 2 1 0 0 1 6 

ネパール語 1 0 4 0 0 0 0 0 5 

モンゴル語 1 0 2 0 1 0 0 1 5 

その他 1 1 12 1 0 1 1 0 17 

合計 12 4 294 101 50 37 14 13 525 
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出身者が東南アジアを、西ヨーロッパ出身者が

アフリカ出身者を越えたことが特徴的である。

東南アジアのうち従来多数を占めていたタイの

出身者が減少傾向であり、フィリピン、ベトナ

ムなどが増加していることから、西太平洋地域

の出身者が HIV 陽性受診者のなかで占める割

合が大きくなっていることが今回の調査の特徴

である。なお、動向委員会への報告によれば、

男性割合の増加も予測される 6)が、性別の集計

が終わっていない施設があるためこの報告を待

って性別の動向についてまとめていきたい。 

 外国人の受け入れに関する困難さについては、

前回調査と比べて大きな変化はなく、特に日本

語も英語も困難な外国人受診者の診療に多くの

施設が苦慮していることが改めて示された。こ

の背景には、HIV 陽性外国人の出身地域がアジ

アの広範な地域に広がっており、英語も日本語

も理解が困難な外国人の受診者が増加している

ことがあると思われる。 

  通訳体制の整備については HIV 診療体制の

整備をする上で極めて重要であると考えられる

が、今回の調査で必要言語が増えていることが

確認された。また、英語や中国語以外の多様な

言語が地方を中心に必要となっていることが示

唆された。ただし、今回の集計には主要なブロ

ック拠点病院の中で回答が未着のところもあり、

今後の集計により変化する可能性がある。 

 

 

Ｅ．結論 

 HIV 陽性外国人の出身地の中で、東南アジ

ア・サハラ以南アフリカの割合が減少し、東ア

ジアなどで増加の傾向がみられた。拠点病院に

とって外国人の受入で最も困難な理由は言葉の

対応であった。 
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